
 
様 式 

 

『『障障害害者者のの障障害害特特性性にに応応じじてて通通勤勤をを容容易易ににすするる措措置置をを行行ううたためめのの  

助助成成金金をを知知りりたたいい』』 

重度障害者等通勤対策助成金 
                                   

                                 

                                   

                                   

 

対象となる方  
雇い入れるまたは継続して雇用する障害者の障害特性に応じて通勤を容易にする措置を

行う事業主 
 

支援内容 
 

助 成 金 対象となる障害者 

助

成

率 

限 度 額 

支

給 

期

間 

①住宅賃借助成金  

・重度身体障害者 

・３級の体幹機能障害者 

・３級視覚障害者 

・３級または４級の下肢障害者 

・３級または４級の乳幼児期以前非進行性の 

脳病変による移動機能障害者 

・５級の下肢障害、体幹機能障害、乳幼児期 

 以前の非進行性の脳病変による移動機能障 

害のいずれか２つ以上重複する者 

・知的障害者 

・精神障害者 

 

※ 「②指導員の配置」 

   「④通勤用バスの購入」 

   「⑤通勤用バスの運転 

     従事者の委嘱」 

 

※「⑥通勤援助者の委嘱」 

    対象障害者が継続雇用者の場合は、通 

    勤経路の変更を余儀なくされた場合で 

    あることが必要  

3/4 

・世帯用 月１０万円 

・単身者用 月６万円 

10

年

間 

  ○対象障害者の住宅の賃借 

②指導員の配置助成金 

・配置１人 月１５万円 
  ○対象障害者用住宅への指導員

の配置 （事業主団体を含む） 

③住宅手当の支払助成金 
・障害者１人 月６万円 

④通勤用バスの購入助成金 

・バス 1 台  700 万円 

  

  ○対象障害者のための通勤用バ

スの購入（事業主団体を含む）   

⑤通勤用バス運転従事者の委嘱助

成金 

・委嘱 1 人 1 回 6,000 円 

10

年

間 

  ○対象障害者のための通勤用バ

スの運転に従事する者の委嘱

（事業主団体を含む） 

⑥通勤援助者の委嘱助成金 

・委嘱１人 １回 2,000 円 

・交通費  １認定 ３万円 

１

月

間 

  ○対象障害者の通勤を容易にす

るために指導、援助等を行う通

勤援助者の委嘱 

⑦駐車場の賃借助成金 

・障害者１人 月５万円 

10

年

間 

○自ら運転する自動車により通勤

することが必要な対象障害者に

使用させるための駐車場の賃借 

雇い入れるまたは継続して雇用する障害者の障害特性に応じて通勤を容易にする措置を行う事

業主に対して助成金を支給します。 
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様 式 

助 成 金 
対象となる障害者 

助

成

率 
限 度 額 

支

給 

期

間 

 

⑧通勤用自動車の購入助成金 

 

・２級以上の上肢障害者 

・２級以上の乳幼児期以前の非進行性の脳   

病変による上肢機能障害者 

・３級以上の体幹機能障害者 

・３級以上の内部障害者 

・４級以上の下肢障害者 

・４級以上の乳幼児期以前の非進行性の脳 

  病変による機能障害者 

・５級の下肢障害、体幹機能障害、乳幼児期  

以前の非進行性の脳病変による移動障害の   

いずれか２つ以上重複する者  

 

 

 

購入 １台 150 万円 

（１級または２級の両上肢障害

者の場合は１台 250 万円） 

 

  ○自ら運転する自動車により通勤

することが必要な対象障害者に

使用させるための通勤用自動

車の購入 

  

 
ご利用方法 

「障害者助成金受給資格認定申請書」に必要な書類を添えて、各助成金ごとに定められた期

間内に管轄の都道府県支部高齢・障害者業務課（東京支部、大阪支部は高齢・障害者窓口サ

ービス課）へ提出し、本助成金の受給資格の認定を受けてください。 

受給資格認定後、各助成金ごとに定められた期間内に「障害者助成金支給請求書」に必要な

書類を添えて、受給資格認定申請書を提出した都道府県支部高齢・障害者業務課（東京支部、

大阪支部は高齢・障害者窓口サービス課）に提出します。 
 

 お問い合わせ先 
 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構  

都道府県支部高齢・障害者業務課（東京、大阪は高齢・障害者窓口サービス課）  
   URL：http://www.jeed.or.jp/location/shibu/index.html 
  

 
様 式 

 

『『障障害害者者をを多多数数雇雇用用しし、、障障害害者者がが就就労労すするるたためめにに必必要要なな事事業業施施設設等等のの  

整整備備等等をを行行ううたためめのの助助成成金金をを知知りりたたいい』』 

重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金 
                                   

                                 

                                   

                                   

 

対象となる方  
対象障害者を多数雇用し、これらの障害者が就労するために必要な事業施設等の整備

等を行う事業主 
 

支援内容 
 

助 成 金 対象となる障害者 助成率 限 度 額 
支給 

期間 

 

○対象障害者のための事

業施設等の設置または

整備 

 

 

 

・重度身体障害者 

・知的障害者（重度でない知的障 

害者である短時間労働者を除く） 

・精神障害者 

 

※対象障害者を１年以上継続し

て 10 人以上雇用し、雇用労働者

数に占める対象障害 者数の割

合が 2/10 以上であることが必要 

２／３ 

 

特例 

３／４ 

・１認定５千万円（特例１億円） 

 （同一事業所に対する支給額と

の合計額 

 は１億円を限度） 

  

 

※利息助成 

○上記の事業施設等の設

置または整備に要する費用

に充てるため、銀行または

信用銀行から資金を借入 

    
５年

間 

 
ご利用方法 

「障害者助成金受給資格認定申請書」に必要な書類を添えて、定められた期間内に管轄の都

道府県支部高齢・障害者業務課（東京支部、大阪支部は高齢・障害者窓口サービス課）へ提出

し、本助成金の受給資格の認定を受けてください。 

受給資格認定後、定められた期間内に「障害者助成金支給請求書」に必要な書類を添えて、

受給資格認定申請書を提出した都道府県支部高齢・障害者業務課（東京支部、大阪支部は

高齢・障害者窓口サービス課）に提出します。 
 

 お問い合わせ先 
 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構  

都道府県支部高齢・障害者業務課（東京、大阪は高齢・障害者窓口サービス課）  
   URL：http://www.jeed.or.jp/location/shibu/index.html 
  

対象障害者を多数雇用し、これらの障害者が就労するために必要な事業施設等の整備等を行

う事業主に対して助成金を支給します。 
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